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国保制度見直し後の県と市町村の業務について 

現行 改革後 

1 財政運営 市町村   ・財政運営の責任主体 

県 

・財政運営の責任主体 
 ※市町村ごとの国保事業費納付金を決定 
 ※国民健康保険保険給付費等交付金の交付 
 ※財政安定化基金の設置・運営 

市町村 
・各市町村の財政運営 
・国保事業費納付金を県に納付 

2 資格管理 市町村 
  ・被保険者の資格の管理 
  ・被保険者証の発行 

県 
・国保運営方針に基づき、市町村事務の効率化・標準化・広域化
を推進（※４及び５も同様） 

市町村 
・被保険者の資格の管理 
・被保険者証等の発行 

3 保険料（税） 市町村 
  ・保険料率の決定 
      ・保険料の賦課・徴収 

県 
・標準的な算定方法等により、市町村ごとの標準保険料率の算
定・公表 

市町村 
・標準保険料率等を参考に保険料率を決定 
・保険料の賦課・徴収 

4 保険給付 市町村 
  ・保険給付 
  ・レセプト点検 

県 

・保険給付に必要な費用を全額市町村に支払い 

 ※医療機関に支払いを行う国保連合会に対し、県が市町村を経
由せず、直接支払いを行う仕組みも検討 
・市町村が行った保険給付の点検 

市町村 ・保険給付の決定 

5 保健事業 市町村 
  ・データ分析に基づくデータ 
   ヘルス事業 
  ・特定健診・特定保健事業 

県 ・市町村に対し、必要な助言・支援 

市町村 
・被保険者の特性に応じたきめ細かい保健事業 
 ※データヘルス事業、特定健診・特定保健指導事業等 
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・国の財政支援の拡充 
・県は国保の健全運営の中心的役割を担う 

県費請求 
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持続可能な国保制度の堅持
の最終的責任 

交付金の交付 

国保連合会（審査・支払） 
             ③給付費の審査 
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各市町村納付金決定・請
求、標準保険料率の算定 
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財政支援の拡充 

・保険者支援制度の拡充（1,700億円の追加）  ※H27年度以降 
・自治体の責めによらない要因による医療費増への対応（700~800億円規模） ※特別調整交付金による財政支援の拡充 
・保険者努力支援制度（700~800億円規模） 
・財政安定化基金の創設（2,000億円規模） ※H27年度に200億円 ⇒H29年度に1,700億円を措置 

H29年度以降、毎年3,400億円の財政支援の実施  （H29年度は財政安定化基金の積立に1,700億円を活用） ※アンダーラインは新規の業務または方針 

・・・財政運営の単位 

※①～⑥・・・給付費請求・支払の流れ 

財政安定化基金 
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（財政運営） 

 
 
 

市町村 
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・特別会計設置 

・国保運営方針の策定
（県内の統一的方針） 

・財政安定化基金の設置 

国
費
請
求 

納付金の納付 

償
還
・補
填※

 

貸
付 

補
填※

 
※市町村への交付に対する補填。国・県・市町村で1/3ずつ補填 
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国保連合会（審査・支払） 
             ③給付費の審査 

（国保事業の健全性を確保、
費用に対する負担、補助） 

・被保険者資格管理 
・保険給付 
・保険料（税）賦課徴収 
・保健事業実施 
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【現行】市町村が個別に運営 【改革後】県及び市町村により運営 
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・被保険者資格管理 
・保険給付 
・保険料（税）賦課徴収 
・保健事業実施 


